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序　　文序　　文序　　文序　　文序　　文

　インドネシア共和国は国家開発の重要な柱である人材育成を図るため、義務教育期間の延長、学

科技術の進歩に対応した理数科教育の強化、初中等教育にあたる教員資格のレベルアップなどの

対応策を急いでいる。これらの学校教育制度の改革に伴い、同国政府は1994年、初中等理数科教

育にあたる教員の能力向上のため、バンドン、ジョグジャカルタ、マランの各教員養成大学で、現

職及び新卒教員を対象とする実験、実習重視の指導内容開発及びその指導に係る技術協力を我が

国に要請してきた。

　これを受けて国際協力事業団は、1995年にプロジェクト形成調査を実施している。今般初中等

理数科教員養成の現状及び問題点を把握・整理することを目的として、1995年（平成７年）11月

29日から12月６日まで、国際協力事業団国際協力総合研修所国際協力専門員 内海 成治を団長

とする基礎調査団を現地に派遣した。

　本報告書は、同調査団の調査・協議結果を取りまとめたもので、今後のプロジェクトの進展に

広く活用されることを望むものである。

　ここに、本調査にご協力頂いた外務省、文部省、在インドネシア日本大使館など関係機関の各

位に深く感謝するとともに、今後も一層のご支援を賜るよう、お願いする次第である。

　平成８年１月
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１．１．１．１．１．基礎調査団の派遣基礎調査団の派遣基礎調査団の派遣基礎調査団の派遣基礎調査団の派遣

１－１　調査の経緯と目的

　インドネシア共和国は2012年までに義務教育を９年間にすることをめざしており、質量ともに

適切な教育機会を供給し、また、そのための予算、教員等を確保することが課題となっている。ま

た、経済開発の基礎となる人材養成、特に基礎教育における理数科教育の拡充が重視されている。

　係る状況の中で、インドネシア政府は我が国に、初中等理数科教育の改善のために教員の能力

向上を目的とし、バンドン、ジョグジャカルタ、マランの国立教育大学（IKIP）において現職及

び新卒教員を対象とする実験・実習を重視した指導内容の開発とその指導を内容とするプロジェ

クト方式技術協力を要請してきた。

　これを受けて JICAは、1995年（平成７年）４月にインドネシア国初中等教育分野プロジェク

ト形成調査を行った。その調査結果を踏まえて、今般、インドネシアにおける初中等理数科教員

養成の現状及び問題点の把握・整理を目的とした今般、基本調査団を派遣した。

　本件についてはインドネシア側の要請内容に、非有資格教員の再研修、新卒教員養成のための

体制の強化、という二極が包含されていることが問題であり、この要請に対しプロジェクトの目

標として何を設定するのかを明確に整理しない限り、具体的な協力計画案の策定は困難な状況で

あった。本調査は以上の問題点を踏まえ、詳細調査を通して現状把握を行おうとするもので、下

記の基本方針に沿った調査及び協議を自主的として、実施された。

(1) 要請案件の教育セクターにおける位置づけを明確にし、併せて案件の具体化に必要な諸条

件を調査する。

(2) インドネシアにおける日本の教育分野の援助は、従来、高等教育及び技術・職業訓練に対

して行われてきたが、途上国全般における基礎教育の重要性の認識、前期中等教育の義務かな

どを受けて、今後、基礎教育の拡充に資する援助を検討していく必要がある。

　本基礎調査団は、要請プロジェクトにおける現職教員再訓練・新卒教員養成の比重、現職教員

再訓練における教員養成大学の役割など、実施上の問題点について、以下の項目について調

査、協議を行った。

１）協力範囲

２）実施体制

３）プロジェクト活動と成果の関連

４）関連プロジェクト



－2－

１－２　調査団の構成

１－３　調査日程

１－４　主要面談者

(1) PPPG Yokjakarta

　Harsono Director

(2) 初中等教育総局

　Dr. Iburahim Musa Directorate of General Education

　Sayafei Alim Head of Training Division, Directorate of Teacher and

Technical Staff Development

　Tuti Staff, Directorate of Teacher and Technical Staff Development

務業当担 名　　氏 属　　　所

括総／長団 治成　海内 員門専力協際国所修研合総力協際国団業事力協際国

政行育教 史洋　村三 長室室流交化文育教局際国術学省部文

画計育教 和紀　隅大 授教部育教学大育教都京

画計力協 佐智　　原 員職課一第力協発開会社部力協発開会社団業事力協際国

順日 日　月 (曜) 務　業　び　及　動　移

１ 11 月 92 ）水（日 着タルカャジ

２ 11 月 03 ）木（日 議協のと省化文育教

３ 21 ）金（日１月 察視等学大成養員教

４ 21 ）土（日２月 PIKI 、ンドンバ GPPP 議協のとンドンバ

５ 21 ）日（日３月 日休

６ 21 ）月（日４月 PIKI 、タルカャジグョジ GPPP 議協のとタルカャジグョジ

７ 21 ）火（日５月 、局育教等中初省化文育教 SANEPPAB 議協のと

８ 21 ）水（日６月 ACIJ 発タルカャジ、告報のへ館使大、
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２．２．２．２．２．インドネシア側との協議内容要旨インドネシア側との協議内容要旨インドネシア側との協議内容要旨インドネシア側との協議内容要旨インドネシア側との協議内容要旨

２－１　バンドン国立教育大学（IKIPバンドン）

(1) 教育機関の行政機構

　小学校の通常予算は内務省地方事務所経由で負担されるが、パイロットプロジェクトに関し

ては教育省が負担することとなっている。

(2) 理数科教育学部（FPMIPA）

　FPMIPAの教員数は198人であり、現在、生物学科棟、科学学科及び学部管理棟、物理学

科棟、数学学科棟の４つの建物を有している。

(3) グロスセンター構想（GC）

　当大学は理数科教育開発センター（Center for Development of Science and Mathmatics

Education）を建設する予定である。面積は、12,500㎡（2,500㎡×５階）で、グロスセンター

の以下に述べる３つのプログラム及びFPMIPAの現在の機能を収容する予定である。ただし、

FPMIPAは、近接する建物も理科教育部の大学院として活用する。

　グロスセンターの機能は、第１に IKIPの理数科教育プログラムの強化、第２に初中等理数

科教員の教育能力改善、第３に他の国立教員養成高等教育機関（LPTK）理数科教育プログラ

ムの強化支援である。

(4) 現職教員の再訓練

　教員資格は通常、高等卒業後、D2（２本）、D3（３本）、S1（４本）の３種類があるが、1990

年にインドネシア政府はS1終了者を有資格教員とするよう制度を改正したため、無資格教員

が増加した。この中学校、高校教員について中等教員の資格の変更に伴い、現職教員の資格取

得を目的とした再教育が急務となっている。

　現職教員の再教育は、現職教員が週３日中学校で勤務、週３日 IKIPで学ぶという週３日

コースである。遠隔地の者は各自、学外に宿泊しなければならない。

　再教育は政府の決定であるが、給与のための財源が不十分であるなど制約が多いという問題

点もある。

　なお、現在の資格理数科教員の比率及び新卒教員の養成計画は以下のとおりである。

１）非有資格教員の比率（要再研修人数の総計）

　中等前期：70％（30,000人）

　中等後期：50％（6,000人）

２）2000年までに養成すべき新卒理数科教員の数

　中等前期：（10,509人）

　中等後期：（1,103人）
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(5) PPPGへの協力

　国立教員開発センター（PPPG）と IKIPは教員の能力向上を目的としているという意味で

共通点を持っており、例えば、協力関係も存在する。PPPGバンドンのスタッフの多くはIKIP

バンドンの卒業生であり、また、IKIPはPPPGのコンサルタント業務も行っている。こうし

た協力関係が存在している背景上、プロジェクトコンポーネントとして「PPPGの強化」を含

むことは可能である。

　現職教員の強化は PPPGのみでは不十分である。PPPGは個別の教授法の指導を行うとい

う特定のスキルに特化した機関であるのに比べ、IKIPはより広い視野でスキルを向上させる

とともに資格を与えている。

　また、PPPGは組織上、教育文化省大臣官房の下にあるなど、PPPGと IKIPの役割を明確

化した上で、PPPGに協力することは可能であろう。

(6) 卒業生の就職

　卒業生のほとんどが教員になっている。理数科は特に教員養成数が少なく、教員は不足して

いるので、教員になる率が高いと考えられる。地方の IKIPの講師、市立学校の教員、ジャカ

ルタの研究機関等に就職する者も見られる。民間への就職は２％から５％と少ない。

　就職先に関しては、今後、民間への就職に対応する必要があるため、調査を行う方針である。

(7) 学会

　学会誌を持つ理数科教員会（Science Teacher Association）は全国レベルで存在するが、小

中学校の教員は会議参加のみ許され、メンバーになることはできない。

２－２　バンドン国立教員開発センター（PPPGバンドン）

(1) 構成

　スタッフ数は35人であり、PPPGはインサービス・トレーニングを行い、IKIPはプレー

サービスを行っているので、両機関の役割分担は明確である。

２－３　ジョグジャカルタ国立教員大学（IKIPジョグジャカルタ）

(1) 歴史及び特徴

　当 IKIPはマラン、バンドン（1954年設立）に比べて歴史が浅く、1964年にGajamada大

学から独立した。このため保有機材受入が少なく、整備の必要性が高い。

(2) 理数科教育学部（FPMIPA）

　教員数は139名であり、理学部（Faculty of Science and Math）と教育学部に分かれる。

教育学部には、他の分野（社会科学、語学、芸術等）の教育部門も含まれる。

　将来的（約５年後）に IKIPジョグジャカルタは一般大学化され、State University of
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Yokhakartaになる予定である。その際にも教員養成機能がなくなることはなく、同校の主要

な任務である。教員養成に関しては、教育学は教育学部、専門科目については理学部の支援を

受けている。

(3) 一般大学化

　IKIPの一般大学化に関しては既に教育文化省との折衝が行われている。一般大学化の時期

は各 IKIPに任されており、現在、ジョグジャカルタ及びマランが最も進捗している。

(4) グロスセンター構想（GC）

　グロスセンターは２つの主要な機能を有している。①理数科教育学部内のスタッフ、機材、

図書学術誌の改善、ネットワーク化（インターネット）と②他の IKIP、小中学校における教

育改善である。①が整備されて、②への貢献ができるとしている。GCは来年３月に終了予定

のBasic Science Teamの代替であるが、活動予算の財源などは未定である。なお、機材リス

トは学部のメンバーが作成したものであり、日本人専門家の助言により研究機材から教育機材

へと変更した。

　一般大学化が実現した場合、グロスセンター関連事項は、理学部に属し、教育学部と協力関

係の下に置くこととする。

(5) 卒業生の就職

　卒業生が教員になる確率は低い。年間2,000人の卒業生のうち、全体で約20％、理数科に

ついては約50％が教員になっていると思われる。

(6) PPPGへの協力

　PPPGのインサービス・トレーニングについては、PPPGがプランをつくるが、その際、相

談に応じたり、講義を行ったりする。人事交流も行っている。

(7) その他

　現在、理数科関係の建物を建設中である。（建物床面積総計2000㎡、３階建て）生物関連建

物は完成しており、数学及び物理関連建物は建設中、化学関連は来年建設予定である。

２－４　ジョグジャカルタ国立教員研修開発センター（PPPGジョグジャカルタ）

(1) 構成

　スタッフは、基幹職員（Widiya Iswara）６人、数学技術者４人、コンピューターラボスタッ

フ４人で構成されている。Training Programme Section、Training Management Section、

Publication Sectionの３セクションから成っている。

(2) 活動

　PPPGは初中等数学の教員能力の向上を行うことを目的としている。地方教員研修センター

（BPG）のインストラクター及び学校教員を対象に１クラス30人で２～３週間のコースを実施
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している。最大４クラスを同時に実施することができる。年間の受講者数は、300～500人で

ある。講義にあたっては、IKIP教員を含む外部講師が重要な位置を占めている。ほかに、モ

ジュール開発、オーディオビジュアル開発を行っている。

２－５　教育文化省初中等教育総局

(1) 理数化教育の問題点

　理数科の学力が低いことの原因は、不適性なカリキュラム、教員及び教材の質の低さである

と考えている。機材の改善、教員の能力、特に機材指導技術の改善が必要である。

(2) 理数科教育管理体制

　すべての科目について15校に１人の監督者（Supervisor）を配置している。

(3) PPPGとの連携

　現在、プレサービスとインサービス・トレーニングとの間に連携体制が存在しない。IKIP

の教育内容は IKIP内で決定され、PPPGで行っているインサービス・トレーニングとの調整

は行っていない。IKIPとPPPGの間での連携は個人レベルにとどまっている。

　今回のプロジェクトに関しては、PPPGをプロジェクトの合同調整委員会のメンバーとする

などの連携体制を図ることが可能である。実際、スラバヤとバンドンにおいてはIKIPとPPPG

の協力の下に、Teacher Qualification Projectを開始している。

(4) 再研修計画

　IKIPにおける上位資格取得のための再研修必要人数は小学校教員90万人、中学校教員14万

人、高校教員６万人である。しかしながら、IKIPにおいては年間２万～３万人の研修予算し

か確保されていない。（上記の数字が退職教員数を考慮した計算から算出されているかどうか

は不明。また、科目別研修数も不明である。）

(5) その他

　州教育委員会（Kanwil）を通じてモデルスクールを設定することは可能である。プロジェ

クト形成に際しては、関係機関を集めたセミナーを行うことが望ましい。

２－６　国家開発企画庁（BAPPENAS）

(1) IKIPの一般大学化

　BAPPENAS側は、一般大学化に関しては賛否両論があると難点を強調した。ジョグジャカ

ルタ及びマランは一般大学化するなど、教育大学の一般医学化が進む中でも教員養成機関の必

要性は認識されており、全国で4～5 IKIP（バンドン、パダン、ウジュンパンダン等）は残

すことになるとの説明があった。
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(2) 協力対象

　BAPPENASとしてはPPPGにおけるインサービス・トレーニングは重要であると考えてい

る。プロジェクトのデザインに関しては、タスクフォースをつくり、理数科教育の新しいアプ

ローチなどを含め検討してはどうかとの提案があった。PPPGに関しては第２フェーズが実施

可能であれば、その時点で協力対象とすることも一案であると示唆された。

　IKIPに関してBAPPENAS側から、パダン、ウジュンパンダンにおいても理数科教育強化

のための活動が必要であり、プロジェクトの対象に含めたいとの要望について、場合によって

はプロジェクトの協力対象は一つの IKIPだけになる可能性があることを当方より説明した。
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３．３．３．３．３．検討課題検討課題検討課題検討課題検討課題

３－１　協力の形態

　初中等教育協力については。JICA事務所、日本大使館とも高い優先度を置いており、早期に同

分野での協力の意向をインドネシア側に表明したいと考えており、プロジェクト方式技術協力が

平成８年度以降の実施となる場合には、その間、別の形での協力を実施したいとしている。基礎

的データの収集、現状把握等を開発調査で行うことでプロジェクト方式技術協力に資することに

もなるのではないかとの意見もあり、その際の調査団構成としては、経済を含む社会学科関係及

び教育開発・教育行政が中心となることが好ましいとしている。

　本件要請内容は国立教員大学のプログラム改善となっているが、①国立教員大学卒業者が教員

になる率が低いのではないかという懸念がある。また、②現職教員の再訓練を含め、改善された

プログラムが小中学校に普及するようにするメカニズムの確保が必要である。これらの問題につ

き、開発調査で対応することが可能であるかもしれない。

３－２　IKIPの一般大学化

　IKIPジョグジャカルタ及び IKIPマランは、一般大学化の方向にあり、IKIPバンドンは、教員

養成機関として存続する方向にある。一般大学化した場合、理数科教育学部は、理学部と教育学

部に分かれることとなる。一般大学化、また理学部強化の方針は規定路線であり、その必要性、重

要性は理解できる。他方、援助としては、基礎教育重視の方針であり、IKIPにおける教員養成、

再研修の改善、強化が協力の対象となり得ると考えられる。協力を実施する上で、理学部と教育

学部の分離に伴う制度（スタッフ、学生、カリキュラム等）の変更内容を確認すること及びプロ

ジェクトが教員養成、再研修を対象とするものであることを明確にしておく必要がある。なお、一

般大学化した場合、教員養成については、教育学は教育学部が行い、専門科目については理学部

の支援を受けることになる。

３－３　卒業生の就職

　理数化卒業生の教職への就職状況は各 IKIPにより異なる。教員になる割合について、IKIPバ

ンドンは約100パーセント、IKIPジョグジャカルタは約50パーセントと推定される。この差の原

因、今後の傾向などを明確にしておく必要がある。

３－４　IKIPと PPPGの関係

　初中等教育総局レベルでは、IKIPとPPPGは協力関係にあるとの説明であったが、状況はIKIP、

PPPGごとに異なる。PPPGバンドンは規模も小さく、講師の派遣等、IKIPとの協力関係が強い。
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PPPGは教材の開発、全国の教員のインサービス・トレーニングに関して、重要な地位を占めてい

る。プロジェクト形成にあたっては、PPPGをも含めた今後の理数化教育のあり方に関するワーク

ショップなどの実施も検討される。なお、IKIPの行うインサービス・トレーニングは初中等教員

の資格変更に伴う現職教員の再教育(資格取得)であり、PPPGが実施するインサービス・トレーニ

ングとは別のものである。

３－５　グロスセンター構想

　グロスセンターに関する構想は、各 IKIPにより異なっている。例えば、教員養成大学指向の

IKIPバンドンにおいては理数科教育開発センターと位置づけているのに対し、IKIPジョグジャカ

ルタは理学部強化の拠点との見方をとっている。グロスセンターに関しては慎重な見方が必要で

ある。

３－６　協力対象

　インドネシアの要請としては3 IKIPがプロジェクトの協力対象となっているが、日本側のイン

プットが限られること及び成果の定着を考慮し、対象校の数については慎重に検討する必要があ

る。

３－７　無償による施設建設、機材供与

　理学部の強化を対象とするものであれば、基礎重視の基本方針、他の高等教育分野の援助（技

術協力、無償及び借款）との関係から、当案件の優先度は下がらざるを得ない。理数科教育強化

を目的とする場合、既存の理数科教育学部施設との関係て、ナショナルセンター・モデルとして

の機能の確認が重要である。機材は最小限のものを無償で供与し、プロジェクトの進捗と必要に

応じ、技協機材で供与する。なお、バンドンの建設予定地は整地済みであり、フロアプランも入

手している。

３－８　標準実験の開発

　初中等教育において指導すべき標準的な実験の内容、指導方法、教材等の確立が必要である。こ

の場合、開発された標準実験のオーソライズの方法を確保しておくことが重要であるが、まず第

１に日本国内において何をモデルとするかを検討する必要がある。

３－９　モデルスクール

　現場に即した指導方法の開発を行うために、モデルスクールの設定が必要である。
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３－10　プロジェクトの規模

　IKIPバンドンは西ジャワ州のプレサービス・トレーニンクを実施する機関であり、ナショナル

センターとするのは困難である。また、現場からのフィードバックを行っていくことを考えあわ

せると、プロジェクトを全国レベルで展開する労力は過大である。IKIPバンドンを中心とするパ

イロットプロジェクトとしての位置づけが妥当であると思われる。
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４．４．４．４．４．調査団所感調査団所感調査団所感調査団所感調査団所感

４－１　文部省学術国際局教育文化交流室室長　三村　洋史

(1) 当該プロジェクトについて

　インドネシア政府の要請では、プロジェクトの目的として、IKIPの大学としての研究機能

の強化と、初中等教育における理数化教育の強化の両者が含まれていると感じた。プロジェク

トの目的としては、初中等教育レベルの協力に絞り、実験・実習を重視した理数化教育の拡充

とすべきであると考える。

　視察した IKIPバンドンでは関係者の意識も高く、教育研究体制も整っており、また日本語

のできる教員も確保されるなど、プロジェクトの対象機関としては大変充実しているように感

じた。IKIPバンドンをプロジェクトの拠点とし、ここでの教員養成、現職教員の研修等を通

じて、広くインドネシアの理数科教育の拡充強化を図っていくことが効果的・効率的であると

感じた。

(2) 初中等教育援助について

　文部省関係の教育協力の実績は、これまで高等教育・専門技術教育に集中しており、例え

ば、現在文部省において協力中の JICAプロジェクト79件のうち、初中等教育関連は３件に

すぎない。

　近年、基礎教育分野を重視するようになってきた国際的動向などを踏まえ、初中等教育協力

への積極的な対応が求められている。特に、初中等教育における理数科教育の充実は、多くの

途上国に共通の課題となっており、今回の調査結果をプロジェクト化することは、今後の初中

等教育協力のモデルケースともなり、重要な意義があると考える。

　しかし、これらのプロジェクトを実現するにあたっては、国内の中・高校の教員等の初中等

教育の専門家の発掘・確保が急務であると感じた。プロジェクトの成否は優秀な専門家にか

かっていると言えるが、文部省では、現在のところ教育協力について地方公共団体との連携・

協力が十分に図られておらず、今後専門家のリクルートシステムを早急に整備していく必要が

ある。

　1994年（平成６年）６月からフィリピンでは理数科教師訓練センタープロジェクトが発足

しており、今回のインドネシアのプロジェクト実施にあたっては、このプロジェクトとの連携

を図ることが重要である。すなわち、フィリピンにおけるプロジェクトの形成・運営、カリ

キュラムやテキストの開発等、種々のノウハウについて収集・分析して、インドネシアのプロ

ジェクトに活用していくことが考えられる。また、将来的には、インドネシア、フィリピンに

おいて、教員養成、現職教員訓練等について、相互に協力・交流することも考えられる。
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４－２　国際協力専門員　内海　成治

　今回の調査において明らかになったことは、インドネシア政府は教育開発、特に基礎教育を国

家開発計画の柱に位置づけ、政策上の高いプライオリティーをつけている。特に義務教育９年化

や教員養成及び現職教員の研修などに力を入れている。また教育文化省は義務教育の延長や教員

資格の改訂と合わせて教員の養成と研修とを重要課題として取り組んでいる。こうした点から「教

員養成大学初中等理数科教育開発」プロジェクト（一般無償及びプロジェクト技術協力）のフィー

ジビリティは高いと考えられる。上記の協議内容を踏まえ、今後の進め方としては次のように考

えられる。

(1) ３校を対象とした要請を IKIPバンドンを中心としたものとする。

(2) 現職教員養成機関のナショナルセンターてだある PPPGバンドン（理科）PPPGジャカル

タ（数学）での活動をプロジェクトに含める必要がある。そのため両機関の担当部局である初

中等教育総局のプロジェクト技術における位置づけを検討する必要がある。

(3) 無償による理数科教育開発センターの目標と活動を明確にしてプロジェクト技術の目標及

び活動と整合性をもたせる。

(4) 協力の目標及び活動内容を明確にするため長期調査員を派遣する。

４－３　京都教育大学　大隅　紀和

(1) 総合的な調査結果の印象と課題

　本調査の時点では、無償案件とプロジェクト技術案件要請書の内容のとおり、インドネシア

国側は① IKIPバンドンに理数科教育学部FPMIPAの実験棟、② IKIPバンドン、IKIPジョ

グジャカルタ、IKIPマランの理数科教育学部 FPMIPAに理学部としての基本的な実験機材、

③それらの活用のための日本側からの専門家派遣、④またインドネシア国側の大学教官の日本

での研修を要請している。

　調査結果の総合的な印象としても、これらの要請内容の主要な枠組みには変わりなかった。

要するにインドネシア国の教育大学IKIPの理数科教育学部の強化方策としての要請をしてい

るのである。本調査段階では、IKIPでの理数科教育学部を強化することによって、初中等教

育レベルの科学教育を強化するというのである。この考え方は、言葉は同じでも、日本側で

持っている初中等教育レベルの科学教育の強化拡充のイメージとはかなり異なる。

　たとえば、我が国のいう教育大学での初中等教育の強化拡充とは、すでに1994年６月から

プロジェクト技術協力が開始されているフィリピン大学理数科教師訓練センターUP-ISMED-

STTCでの事例に見るとおり、現実に小中学校、高校の現職教員の研修や、近い将来に教員に

なる学生向けの教員教育として、学校現場で使える現実的で具体的な科学教育の学習モジュー

ルの開発研究と、その利用による教育活動の実践を意味している。
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　調査段階でインドネシア国側関係者からは、こうした認識は明確にはうかがえなかった。イ

ンドネシア国側関係者は、従来の理学部の機能、すなわち純粋科学研究の強化という方向を考

えているようである。このため、日本から派遣すべき専門家も、化学教育ではなく、純粋科学

として大学で数学、物理、化学、生物の研究と教育を行っている大学教官が望ましいことにな

る。

　今回の調査では、IKIPバンドンで教員教育としての科学教育、さらには現職教員向けの科

学教育は一部で既に取り組まれている状況を見学することができた。しかし、その内容は、小

中学校や高校の学校での理科実験へのつながりを明確に意識したものとはみられなかった。こ

の方向に向けた大学教育を総合的に拡充強化していくという意向は、本調査段階では薄弱で

あった。主要関係者との面談でも、この方向への意識は、曖昧であったり低い状況であった。

　一方、教育開発のための初中等学校へのつながりをめざした科学教育のあり方は、多くの

国、特に途上国に共通する課題である。それだけに、この方向を明確にした科学教育の拡充強

化をするという方向が、今後インドネシア側関係者から、どれだけ強く要請されるのかという

点を明確にする必要がある。

　21世紀に向けた初中等学校段階の科学教育は、途上国のみならず、日本をはじめとして欧

米諸国でも大きな課題になってきている。それだけにインドネシア国への教育開発援助を通じ

てこの方面に大きな貢献ができるようなプロジェクト形成に向かうならば、極めて重要な意義

があると考える。

(2) プロジェクト形成のための勧告

　今回の基礎調査の結果、今後インドネシア国側の意向を明確にするなどの課題があるが、全

体としては、本プロジェクトの必要性が高いと考える。ここでは科学教育の実践と研究の立場

から、以下の事項を勧告したい。

１）本プロジェクトの意義

　インドネシアの教員教育（教員養成及び現職教育）を通じて、広く初中等教育における理

数科教育を拡充強化するという基本的な目標の実現に、本プロジェクトは重要な役割を発揮

するものと思われる。それだけでなく21世紀の日本はじめアセアン地域諸国、さらには地

球規模でとらえた将来の科学教育の充実と発展にも貢献できる可能性の高い教育開発である

ととらえることができる。本プロジェクトの取り組みが、このような高い最終目標のもとに

進められることが、多いに期待される。

２）プロジェクトサイトの限定

　現在の要請書では、IKIPバンドンを中心としつつ。IKIPジョグジャカルタ、IKIPマラ

ンをも対象としている。しかし開発援助のサイトは、①焦点を絞った援助活動の拠点を設定
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し、②目標の明確な援助事業を展開し、③今後の初中等教育分野に拡大していくために、④

また、他の機関や国からの援助活動との整合性をも配慮するため、サイトをも限定する必要

がある。

３）想定される拠点としては IKIPバンドンがあげられる。

　その理由は、これまでの経過を踏まえ、また①無償案件としてIKIPバンドン建物建設（仮

称「理数科教育開発センター」）を想定していること②グロスセンターに含まれる5 IKIPの

うち、主要な機能として教員養成教育を、もっとも安定して継続すると想定されること③初

中等教育総局の管轄ながら近くに国立教員研修開発センター（PPPG）バンドンが設置され、

活動していることである。

４）科学教育の方策の枠組みの設定

　初中等の科学教育の拡充強化の概念、目標、方策、具体的プログラムについて、IKIPバ

ンドンの教官陣など、プロジェクトを実行する指導者層が、必ずしも明確な枠組みや構想を

持っているとは思えない。

　この点が、このプロジェクトを進捗させる上で、最も現実的な課題であると思われる。し

たがって、事前段階で小規模で焦点を絞った日・イ国間の科学教育の拡大強化に関する研究

集会（ワークショップ）の開催などが勧められる。これについては、別項で構想案を述べる。

５）教育・研修プログラムの対象者の階層の明確化

　現地側関係者とのインタビューなどでは、本プロジェクトで「何を、どこまで」取り組む

のかが、必ずしも明確にはならなかった。特に、研修プログラムの対象者の範囲と階層性と

関連性について、今後インドネシア側の要請を明確にしていく必要があるが、現段階では、

次のように想定できる。

　① IKIPバンドン理数科教育学部 FPMIPAの教員スタッフ

　②同学部の学生

　③同学部が受入れている現職教師

　④ PPPGバンドンの指導者

　⑤同センターが受入れている現職教師

　⑥ IKIPバンドンの近隣の小学校、中学校及び高校

　これらの関連性を図に示すと図4-1のようになる。
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図4-1

６）無償条件の理数科教育開発センターの規模と機能

　本調査では、IKIPバンドンで仮称「理数科教育開発センター（Center for Development

of Science and Mathematics Education）」としている建物のフロア図面が提示された。こ

れについては、本プロジェクトの前提機能と構想を練り上げていく段階で、何度も変更され

るものと想定される。

　本調査段階では、インドネシア側が IKIPジョグジャカルタ理数科教育学部で進捗させて

いる同学部新造建築と、フロア図面は別として、機能的にはほとんど変わらないものであ

る。今後は時間をかけて本プロジェクトの役割、機能、事業活動にふさわしいものとなるよ

う、すなわちプロジェクト方式技術協力の活動内容との整合性の面から慎重な検討が必要で

ある。

　単に IKIPバンドン理数科教育学部の実験棟というのではなく、インドネシア国の理数科

教育開発の真の意味でのセンターにふさわしい機能と名称を考える必要がある。

７）プロジェクト形成のための現地側コミッティーまたはタスクフォース組織

　今回の調査では、案件形成の全段階の基本調査ということもあって、IKIPバンドンの会

合も間にあわせ的な雰囲気が感じられた。案件プロポーザルは作成され提示されているが、

これを進捗させるためには、IKIPバンドンを中心にした小規模なコミッティーまたはタス

クフォースが組織され、精力的に計画立案がなされることが不可欠であり、また、継続的構

想の練り上げや研修プログラム策定が取り組まれる必要がある。

８）日本国内の支援体制

　現在、文部省が設置している「教育分野開発援助大学間等協議会」に、さしあたりワーキ

ンググループとしてインドネシア理数科案件支援組織をつくることが考えられる。その他の

学会などでの支援体制の可能性も配慮するが、本協議会を主要な支援組織母体として機能さ

せる必要がある。

９）フィリピン理数科教育プロジェクト技術協力

　既に1994年６月から、フィリピン大学UP-ISMED-STTCにおいて、理数科教員教育を内
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容としたプロジェクト技術協力が開始されている。そのプロジェクト技術協力の形成、準

備、これまでの展開などの経過と蓄積を、今回のインドネシア国側要請に関連づけていくこ

とは、今後この分野の教育開発の円滑かつ充実した展開のために重要であると思われる。

(3) 日・イ間の科学教育拡充の小規模研究集会

１）必要性

　インドネシア側関係者の持っている教育プロジェクトに対するイメージは、その社会文化

的背景、思考方法や気質の違い、基本的概念の理解の違いなどのために、明確にできなかっ

たと思われる。これまでの調査などで入手した各種のドキュメントや資料データ、時間が限

定されるインタビューだけでは正確に把握できないおそれが強い。

　より妥当なプロジェクト形成のためには、具体的で現実的な事例を互いに提示しあって、

それを基にしてインドネシア側関係者の要請している内容を理解する必要がある。この段階

での最初のこの少ない認識の違いが、後になって大きな食い違いを生み出さないために極め

て重要であると考える。

　ぜひとも、双方で科学教育の拡充と強化をめぐってイメージのすり合わせを行う必要があ

る。

２）研究集会の概要案

①インドネシア側から６～10人程度、日本側から３～４人程度、合計で、最大でも15人程

度としてコミュニケーションを良くする。インドネシア側参加者は、本プロジェクトのコ

ミッティーかタスクフォース組織ンバー、またはその候補者であることが望ましい。

②インドネシア側から、小、中、高校の理科と数学の実験観察活動のうち、最も典型的なト

ピックスを１～２事例紹介する。日本側も同様に、最も典型的なトピックス事例を紹介し

て議論、討議する。

③期間は、４～５日程度、この期間には、共同研究活動も含める。

④研究集会の成果は、日・イ国間の共同研究成果の一つとして刊行する。

⑤時期的には、日・イ国間で検討して早めに設定し、参加者が十分に事例準備ができるよう

にする。

⑥日本側参加者は一定の実験観察器具、材料、簡単な装置などを持参する。終了後は、イン

ドネシア側に参考事例として提供する。

　日本側からの押し付けにならないように、インドネシア側関係者の持っている意向やプロ

ジェクト目標の設定の明確化のために資するような配慮のもとに、以上のような研究集会

が、プロジェクト方式技術協力の事前調査団の調査活動と部分的にでも重なる時期に開催さ

れるならば、プロジェクトの構想を具体化するうえで極めて効果的であると考える。
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